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Ⅰ　はじめにⅠ　はじめに

　2023 年３月にＥＳＤ推進ネットワークから公

開された「ＥＳＤ・気候変動教育の推進について」

のコンセプトペーパーには、学校、社会教育拠点、

ビジネスセクターの３領域を重点取組対象とし、

相互の関連づけやつながり、接合・連動を強化

していくことの重要性が提起された。そのなか

で、気候変動を切り口とするＥＳＤを重点的に

推進し、そこからＳＤＧｓ各分野とつながる多

様な学びの場づくりを進めることが示された（Ｅ

ＳＤ活動支援センター、2023）。

　新しい学習指導要領では「社会に開かれた教

育課程」が掲げられた。高等学校においては

2022 年度から総合的な探究の時間もはじまり、

学校や地域、企業等が連携したＰＢＬ・キャリ

ア教育実践（烏谷、2022）や教科横断的な活動

も報告されている（髙橋・野原、2022）。新しい

学習指導要領の前文と総則には、ＥＳＤ の理念

も組み込まれ、「持続可能な社会の創り手」の育

成に、すべての学校が取り組むこととなった。

今後、ＥＳＤ・気候変動教育でも多くの連携・

実践が期待される。

　気候変動教育には、地域や国内の視点だけで

はなく、グローバルな視野をもって自己の日常

生活の在り方を、高校生自らが考えられる取り

組みも重要である。筑波大学附属坂戸高等学校

（以下、「筑坂」という）では、インドネシアと

中国に十数ケ所の生産拠点を持ち、日本にも「紙」

を輸出しているアジア最大級の製紙メーカーで

あるアジア・パルプ・アンド・ペーパー（以下、「Ａ

ＰＰ」という）、その販売における日本拠点であ

るエイピーピー・ジャパン株式会社（以下、「Ａ

ＰＰＪ」という）、日本社会のエシカル化に向け

た教育活動に取り組んでいる一般社団法人日本

エシカル推進協議会（以下、「ＪＥＩ」という）

と連携して、高等学校におけるＥＳＤ・気候変

動教育の実践に取り組んでいる。紙の生産には、

必然的に森林伐採を伴う。とくにインドネシア

ではパーム油の生産地も含め、泥炭地の乾燥化

や森林火災、それにともなう二酸化炭素の排出

が大きな課題となっている。そして、これらの

課題には、日本の消費のあり方も深く関わって

いる。

　筑坂はこれまでも、文部科学省が進めてきた

国際教育事業であるスーパーグローバルハイス

クール事業（以下、「ＳＧＨ」という）や、ワー

ルド・ワイド・ラーニングコンソーシアム構築

支援事業（以下、「ＷＷＬ」という）の指定校と

して１）、全生徒がグローバルな社会課題を日常

生活と結び付けて学ぶ科目や（建元、2022）、森

林保全をテーマにした協働型の海外フィールド

ワークを開発してきた（建元・飯田、2019）。そ

のなかで、高校生に企業の環境保全への対応や

現地のリアルな状況を学んでもらえるよう、Ａ

ＰＰＪやＪＥＩと連携を行ってきた。

　本報告では、2023 年度の連携教育活動の実践

報告を行う。コロナ禍においては、筑坂も含め、

多くの高等学校において教育活動、とくに外部

と連携した活動が停滞していた。しかし、コロ

ナの状況が落ち着き、各校においてオンライン

による活動も含め、外部と連携した教育活動が

活発化してきている。そこで、他校における実

践の参考にもなるよう、企業や外部機関との連

携プロセスついてまとめたあと、１）通常の授

業での実践、２）海外研修における実践、３）

外部への成果発信の実践を報告する。最後に連

報告
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携実践のふりかえりと、今後の展望や課題につ

いてまとめる。

Ⅱ　連携のプロセスⅡ　連携のプロセス

　筑坂は、筆者（建元・吉田）がＪＩＣＡ海外

協力隊員としてインドネシア環境林業省が管轄

する国立公園で勤務していた経験があることか

ら、ＳＧＨやＷＷＬにおける活動において、駐

日インドネシア大使館環境林業部とも連携を

行っていた。そのなかで、ＡＰＰが、2013 年

に自然林伐採の停止を宣言し、植林木による操

業を行う森林保護方針（Forest Conservation 

Policy：（以下、「ＦＣＰ」という）を発表した。

この「自然林伐採ゼロ」の誓約について、スマ

トラ島リアウ州にある施業地に関する情報提供

を受けたのが、ＡＰＰとの連携のはじまりであ

る。実際に、コロナ禍以前に、数度、訪問を行った。

　一方、ＡＰＰＪは、日本の消費者の環境意識

の高まりにもあわせ、ＪＥＩの「エシカル教育

推進ワーキンググループ」に 2017 年より企業会

員の中心として参画していた。このワーキング

グループでは、ＳＤＧｓに関する意識・態度・

行動を５０のエシカルアクションから自己診断

評価を行う、オンラインの「SDGs Survey」を設

計開発した。このシステムを用い、ＡＰＰＪ社

員へのＳＤＧｓの組織内浸透に活用を図ってい

た。当時、ＡＰＰＪは、ＡＰＰがＦＣＰを発表

する前から、インドネシア政府の方針や規制に

従った森林開発を行ってきたが、政府が定める

森林保護基準と環境ＮＧＯが求める森林保護基

準に大きな差があったことから、一部のＮＧＯ

から森林破壊を行う企業として批判を浴びてい

た。この状況下で、インドネシアＡＰＰとすで

に連携があった筑坂の情報が、ＡＰＰＪとも共

有され、ＪＥＩから「ＥＳＤによる次世代教育に、

現地の情報開示が行われる透明性の必要性」と、

「次世代が客観的に情報分析を行い、グローバル・

シチズンシップが醸成される重要性」について

のアドバイスがあった。そして、エシカル消費

に関する社会教育プログラムを展開するＪＥＩ

とも連携を行い、３者が連携して、高校生を対

象としたＥＳＤ実践プログラムを開発していく

こととなった。

　その初回は、筑坂が主催する 2019 年度の高

校生国際ＥＳＤシンポジウムにおけるエシカル

消費分科会でのＪＥＩの SDGs Survey の実施で

あった。二十数名ほどの生徒によって実施され

た結果、「与えられた情報だけの学習にとどまり、

自らが情報を確かめに行くことがなかった、行

動力が乏しい。」、「安く買えることが大事で、エ

シカル消費は高くつくと思い、認証商品マーク

には無関心だった。情報力が不足している。」と

いう生徒自らの声が上がることとなった ( 薄羽、

2022)。

　この直後、ＪＥＩの勧めもあり、ＡＰＰＪ東

京本社に筑坂の教員が引率をして生徒が訪問す

ることとなった。それが生徒自ら事前に企業情

報を調査研究したうえで、企業社員に向けて疑

問や提言などの直言を行う好機ともなった。以

降、高校生国際ＥＳＤシンポジウムにおいて、

毎年、筑坂とＡＰＰＪ、ＪＥＩが連携し、企業

組織と教育現場における相互学習が継続し、日

本とインドネシアを結ぶ発展的プログラムへと

開発が進んでいる。

Ⅲ　連携の実施内容Ⅲ　連携の実施内容

１　�学校設定科目「グローバルライフ」での連携１　�学校設定科目「グローバルライフ」での連携

　筑坂は、2014 年度にＳＧＨ指定後、全生徒に

グローバル・シチズンシップを醸成することを

目標に、１年生全員が履修する学校設定科目と

して「家庭基礎」をベースとし、複数の教科の

教員で担当する「グローバルライフ（２単位）」

を開発した（表１）。現在も継続して実施して

いる。グローバル課題への当事者性を高めるた

めには、日常生活の諸課題を扱う家庭科科目が

効果的であると考え、地歴公民科・国語科（地

域共生や日本文化）や農業科（生産と生態学

的な課題）の視点も加え開発を行った（建元、

2022）。

　ＡＰＰＪとＪＥＩとの連携では、2022 年度か

ら１年生全員を対象とした、出前講義を実施し
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分野
（担当教科） おもな学習内容

食
（家庭科）

衣
（家庭科）

日常生活と
グローバル課題
（農業科）

・日本食文化
・日常食と日本の食料自給率
・食品ロス

・衣服の役割と材料
・衣服の組成表示と管理
・ファストファッションと労働問題

・教室における多文化共生の課題
・地域における多文化共生の推進
・技能実習制度に関する学習

・パーム油と森林生態系
・日本の森の現状
・農場で世界とのつながりを考える

地域共生
（地歴公民科・

国語科）

表 1　グローバルライフのおもな学習内容表 1　グローバルライフのおもな学習内容

（出典：建元（2022）を一部改変）（出典：建元（2022）を一部改変）

ている。2023 年度は７月、12 月に実施した（表

２）。このなかで高校教員では伝えることのでき

ない、紙の認証制度に基づいた企業活動の内容

や、現地の様子なども伝えてもらった。

表２　授業実践の概要表２　授業実践の概要

（出典：筆者作成）（出典：筆者作成）

授業実施日
１）2023年7月4日（APPJ,JEI）
２）2023年12月4日（ドリー博士）

参加者 1年生全員（160名）

　　　　おもな講演内容
       　APPJ:紙の認証制度の違いについて（PEFC,FSC)
　　　　　  森の再生プロジェクトに関する解説
        　    JEI:エシカル消費とSDGsとの関係
　　　　　  SDGs surveyの内容とそこからわかること
  ドリー博士:インドネシアの生物多様性と森林回復の現状
　　　　　  について
　　　　　  環境NPOベランターラ基金について

　ＡＰＰＪとＪＥＩの講演後、「エシカルが何か

教えて欲しい。」という答えを求める質問があっ

たが、ＪＥＩからは「１年間のグローバルライ

フ授業を通じて皆さん自身が探究し答えを見つ

けていただきたい。」と高校生の学びが深まるよ

うに投げかけた。授業後の生徒の振り返りアン

ケートには、「自分だけではなく他者とともに、

ME から WE へ」という言葉が強く印象に残った

と回答する複数の生徒がいた。2 年次の総合的

な探究の時間に、友人とともに自分たちにでき

る課題解決活動に取り組みたいと述べる高校生

らもおり、講演を通じてＳＤＧｓが標榜するパー

トナーシップ実践への気づきや、内発的動機づ

けにつながる様子が見られた（図１）。

　12 月には、ＡＰＰＪの森林再生プロジェクト

の現地パートナーである環境ＮＰＯベランター

ラ基金のドリー博士（パクアン大学准教授）に

よる講義も実施した。ドリー博士は、野生生物

の保全に関する専門家で、国際自然保護連合

（IUCN）の生態系管理事業等のメンバーを務めて

おり、スマトラの森林回復にも携わっている。

高校生は、インドネシアのスマトラトラやスマ

トラゾウといったレッドリスト記載種の現状や、

ＡＰＰＪと連携した森林再生プロジェクトの進

捗状況について講義を受けた。高校生の中には、

実際にインドネシアに渡航し、現地をみてみた

いと希望するものもいた。

図１　�1年生全員に対する企業活動に関する講義図１　�1年生全員に対する企業活動に関する講義

（出典：筆者撮影）（出典：筆者撮影）

図２　�ドリー博士による森林再生に関する講義図２　�ドリー博士による森林再生に関する講義

（出典：筆者撮影）（出典：筆者撮影）
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２　海外フィールドワークでの連携２　海外フィールドワークでの連携

　コロナ禍において、高等学校においても、ほ

ぼすべての海外渡航がストップしていたが、コ

ロナの状況が落ち着き、各国への入国規制も緩

和されてきており、近年は徐々に再開されてい

る。その中で、観光や文化交流だけにとどまら

ない、探究活動を含む、新たな海外研修の形が

議論され始めている２）。

　筑坂も、インドネシアの入国制限が解除され

た 2023 年度から、インドネシアにおける海外

フィールドワーク（以下、「ＦＷ」という）を再

開した（表３）。ＷＷＬ事業では、大学の先取

り履修科目の開発も要件として掲げられており、

2023 年度ははじめて、筑波大学生と筑坂の高校

生がともに、高大連携プロジェクトとして、イ

ンドネシアに渡航することとなった（科目名：

国際農業研修Ⅶ）。

　ＦＷでは、事前にＡＰＰＪ、ＪＥＩ、ドリー

博士から動画による事前学習教材の提供を受け、

高校生、大学生ともオンデマンドで事前学習を

行った。ＦＷ全体は 10 日間の日程で、スマトラ

の森林でのプログラムは、前半の５日間とした。

ＡＰＰＪのスタッフが日本から同行し、現地の

状況を把握したうえで通訳や解説を行った。こ

れは、高校生や大学生の理解を深めることにつ

ながった。

　植林地ではその規模に圧倒されたり、見渡す

限り広がるユーカリとアカシアの単純林に違和

感を感じながらも、日本で使用されている紙の

原料となる樹木の育成現場から、紙の製造過程

まで一貫して見学することができた。また、地

域住民の農業支援プロジェクトサイトも訪問し

た。

　紙の生産過程の背景を知ったことで、帰国後、

紙を使用していると、その脳裏に現地の森の様

子や地域住民の姿が浮かぶようになったと述べ

る生徒もいた（図３）。

渡航期間
2023年8月1日～8月10日
（1日～5日スマトラ島森林研修）
（6日～10日ジャワ島学校交流）

参加者
高校生6名、大学生8名
引率：高校教員2名、大学教員1名
　　　筑坂卒業生2名

おもな
研修内容

・森林火災コントロールセンター見学
・製紙工場見学
・アカシア、ユーカリ植林地見学
・自然林保護区見学
・苗畑および育苗実験室見学
・地域農業支援圃場見学
・現地農民への聞き取り調査
・荒廃地への在来種植樹

（出典：筆者作成）（出典：筆者作成）

表３　海外フィールドワークの概要表３　海外フィールドワークの概要

図３　スマトラ島にある植林地を歩く高校生図３　スマトラ島にある植林地を歩く高校生

（出典：筆者撮影）（出典：筆者撮影）

３　高校生国際会議での連携３　高校生国際会議での連携

　筑坂は、2012 年から「高校生国際ＥＳＤシン

ポジウム」を主催し、ＥＳＤをテーマに国を越

えた高校生の交流の場を提供してきた。ＷＷＬ

では、「高等学校等と国内外の大学、企業、国際

機関等が協働し、テーマを通じた高校生国際会

議の開催」が求められた。筑坂はとくにアセア

ン地域の高等学校や大学、国際機関等と連携し

て開催している（Tatemoto,2020）。コロナ前は、

対面で実施していたが、2020 年以降は、オンラ

インで実施している。

　2023 年度は、海外から６校、日本からは筑坂、

愛媛大学附属高等学校および埼玉県内の４校が

参加して行った。全体会で英語による学校の紹

介や、各校のＥＳＤに関する取り組みを紹介し

あったあと、分科会にわかれてシンポジウムを

行った。ＡＰＰＪとＪＥＩが連携して開催した

分科会は、筑坂生を対象とし、実際に夏にイン

ドネシアの研修に参加した生徒５名および、グ
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図４　エコプロ 2023 で発表を行う高校生図４　エコプロ 2023 で発表を行う高校生

（出典：筆者撮影）（出典：筆者撮影）

ローバルライフの授業で企業の森林保全活動に

興味をもった生徒６名、合わせて 11 名で実施し

た。事前に 11 名を２班に分け、各班に、実際に

現地に渡航した生徒が入るようにわけ、現地で

の経験を共有したうえで、企業が行っている森

林保全活動から何を学び何を考え、そして何を

伝えたいか、その内容を動画にまとめシンポジ

ウム当日に発表し合うこととした。

　ひとつ目の班は、「自分たちに、何かできるこ

とはないか。」が最も他者に伝えたいことである

とした。「インドネシアの森林の現状や紙の生産

現場を実際に見たことで、自分たちの日々の生

活とインドネシアの森の状況が繋がり、小さな

ことであっても、何か自分たちにできることを

することが大切であり、森林保護の寄付付き商

品を購入することも、その一つの選択肢である。」

とした。

　一方の班は、「信頼できるからこそ、任せられ

る。」ということを伝えたいとした。「すでに森林

保護への寄付活動や、様々な寄付付き商品なども

あるが、相手への信頼関係があってはじめて、実

際に寄付や商品購入を行なえる。」とした。「信頼

構築のためには、情報を得て相手を知ることが

大切であり、現地を訪問して実際に自分で確か

めることも、その手段の一つだ。」とまとめた。

　この動画制作については、シンポジウム修了

後の 2023 年 12 月８日、東京ビックサイトで行

われた展示会「エコプロ 2023」のＡＰＰＪブー

スで、作成したチーム自ら、動機や強調ポイン

トについて公開発表する機会も用意され、高校

生にとっては貴重な機会となった (図４)。

Ⅳ　連携実践のふりかえりⅣ　連携実践のふりかえり

　インターネットやＳＮＳが発達した今、高校

生をはじめとするユース世代は、これまでとは

比較にならないほどの情報を得ている。実際に

本実践においても、参加者はＡＰＰに対する多

くの批判的な情報も得ていた。そのうえで、ユー

ス世代は様々な思考を巡らせたようである。

　例えば、海外フィールドワークに参加した大

学生の振り返りでは「企業は環境破壊の元凶で

あるというイメージがあったが、今回の研修を

通じて自分の生活が色々な企業活動とつながっ

ていることを体感した。先進国の生活が途上国

の負担の上に成り立っていることを自覚しない

と、企業の社会的責任といった課題も表面的な

議論になると感じた。」というコメントがあった。

また、高校生のなかには、今回の訪問をきっか

けに、大学に進学後、再度スマトラの地を訪問

し、企業の農業支援の実効性について調査・研

究をしたいと希望したり、自分たちが植林した

樹木が、実際にどのように成長していくか見守っ

ていきたいという生徒もいた。その生徒らは帰

国後、実際に農学部を受験し大学への進学を決

めた。ユース世代が、持続可能な社会づくりに

むけて、真摯に課題と向き合っている様子が見

て取れた。

　世界的には、社会課題の解決に向けてユース

世代が参画し、社会の変容を目指していく動き

が活発化している。環境に配慮できない企業は、

いずれ、賢い消費者となったユース世代に選択

されなくなる可能性もある。日本においても、

ユース世代の声を聞き、持続可能な社会づくり

を進めていく重要性が高まっているといえる。

Ⅴ　今後の展望と課題Ⅴ　今後の展望と課題

　本実践から、高等学校と企業が連携したプロ

グラムを提供することで、ユース世代が「持続

可能な社会の創り手」としてグローバルな視点

から積極的に行動、発信を行い、大人や社会を

動かす機会を提供できる可能性が見えてきた。

そこで、学校と企業の連携の推進と、プログラ
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ムの内容の改善の２点について今後の実践上の

展望と課題をまとめたい。

 まず、学校と企業の連携の促進に関して、す

でにネットワークのある学校と企業がハブとな

り、それぞれの連携先やリソースを共有して、

新たな連携や取り組みにつなげたい。学校と企

業の連携に関しては、学校側は多忙感や企業と

の距離感などに課題があり、企業側はどのよう

に学校と連携していけばよいかといった点など

で、これまでも連携の意義を理解しながら、連

携が進んでこなかった点が課題として考えられ

る。現在、筑坂には、本海外研修に関して問い

合わせがあり、来年度、合同でインドネシアに

渡航する準備を進めている。また、ＡＰＰＪに

も学校連携に関する問い合わせが来ており、今

後、連携機会の可能性について検討を行ってい

きたい。

　2 点目のプログラムの改善に関しては、現在、

筑坂はＪＥＩが開発した SDGs survey による 1

年生全員の振り返りを試行している。授業開始

時の 4月と、終了時の 3月に実施し、これにより、

ＳＤＧ s に関して情報を得る力や行動する力が

どのように変化したかを、生徒ごとに振り返れ

るよう取り組んでいる。この調査結果に、学校

とＪＥＩが連携し、個別の生徒の自由記述の分

析やインタビュー等をあわせて評価を行えば、

より効果的なプログラム運営が図れるであろう。

ＪＥＩによる調査データの蓄積も進んでおり（加

渡・薄羽、2020）、それらとの比較も期待される。

詳細なデータの検討はこれからであるが、教育

活動の評価や振り返りにおいても、外部機関と

連携した活動を今後も進めていきたい。

＜注＞＜注＞

1）�ＳＧＨやＷＷＬでは、各指定校が SDGs など、

グローバルな社会課題やビジネス課題をテー

マに、横断的・総合的な学習、さらにはテー

マを設定したうえで、高校生による国際会

議を実施することを求められた。その内容

は、筑波大学附属学校教育局が文部科学省の

委託で運営する SGH ホームページ（https://

sgh.b-wwl.jp/）、および WWL ホームページ

（https://b-wwl.jp/）に詳しい。

2）�たとえば、観光庁は海外教育旅行に関する

ホームページを開設し、高校生が海外教育旅

行に参加する意義や魅力についてまとめ、複

数の高等学校における実践事例や、受け入れ

国・地域に関す情報についてもまとめている

https://www.mlit.go.jp/kankocho/kaigai-

kyoikuryoko/index.html
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